
















2008 年に日本とインドネシア、2009 年に日本とフィリッピンとの間に EPA（経済連携協定）に
基づき、外国人看護・介護労働者の受け入れの道が開かれた。2008 年 8 月にはインドネシアから
208 人（看護 104 人、介護 104 人）、2009 年 5 月にはフィリッピンから 283 人（看護 93 人、介護
190 人）が来日した。
少子高齢化社会における介護労働力の不足は、ますます深刻になっている。（財）介護安定労働セ
ンターの平成 20 年度介護労働実態調査によると、『介護労働に、「介護職員」が 44.0％、「訪問介護
員」が 28.7％で、「看護護職員」は 10.8％、「介護支援専門員」は 6.6％であった。就業形態別でみ
ると、「正社員」44.2％、「非正社員」54.2％あった。夜勤などの厳しい労働条件にもかかわらず「訪







































質問紙調査は 2003 年 9 月に、大阪、神戸、東京、京都、宮崎に 500 票配布し、留め置き調査で
331 票回収した。回収率は、66.2％であった。男性 28.7％、女性 71.3％、40 代が 39.6％と最も多く、
次に 50 代が 28.7％、60 代が 15.4％と親を介護する可能性がある世代が 7 割近くいる。核家族が



















下野（2009）によると、「2008 年の介護サービス利用者中、居宅介護サービス利用者は 285 万人、
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